
（図表１） 
 

CPI の計測誤差に関する試算結果 
 

 米国(ボスキン･レポート) 日本（白塚） 
上位代替効果 0.15 0.00 
下位代替効果 0.25 0.10 

新店舗 0.10 0.10 
品質変化、新製品 0.60 0.70 

合計 
(下限－上限) 

1.10 
(0.80－1.60) 

0.90 
(0.35－2.00) 

 

(資料) 白塚[2000] 

Advisory Commission to Study the Consumer Price Index [1996]



（図表 2）

各指数の算式

名称 算式* 特徴 利用統計
ラスパイレス

指数
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基準時点のウエイトを使用。比較時点にお
いて数量情報を調査する必要がないため、
速報性に優れる。
商品の代替性がある下では、価格上昇を過
大に評価し、上方バイアスを生じる。

WPI（日）
CPI（各国、但し品目
指数までは一部の国
で幾何平均を採用）
CSPI（日）
PPI（各国）
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比較時点のウエイトを使用。経済の変化に
応じて常に最新のウエイトが反映される
が、そのための調査コストは大。
価格上昇を過小に評価し、下方バイアスを
生じる。

GDP デフレーター
（各国、米では参考と
して作成）

フィッシャー
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｢最良指数｣**の一つ。
ラスパイレスとパーシェ指数の間の値を
とる。

貿易価格指数（日）
貿易数量指数（日）
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を使用した算術平均指数。
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基準時点と比較時点のウエイトの平均値
を使用した幾何平均指数。
ディビジア指数の離散近似にあたり、トラ
ンスログ型集計関数と整合的な｢最良指
数｣**の一つ。

米 CPI採用予定
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基準時点のウエイトのみを用いた幾何平
均指数。ラスパイレス指数やパーシェ指数
では、取引数量が固定されるが、幾何平均
では、取引金額シェアに固定される。
基準時点と比較時点でウエイト変化がな
いという前提の下では、トゥルンクヴィス
ト指数と一致する。

WPI商品群指数（日[参
考指数]）
CPI品目指数
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　・･・ CPI参考指数（日）
CPI（英,仏,豪他）
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ウエイト更新間隔が短いため、固定基準の
指数に比べバイアスが生じにくい。

00 , iitiit xxpp == となったときに、

0,0,0 PP t = が常には成立しない。

GDP デフレーター
（米国）

*） itp   i 財（ないしサービス）のｔ時点における価格

itx   i 財（ないしサービス）のｔ時点における取引量

itw   i 財（ないしサービス）のｔ時点における取引金額ウエイト

**） 最良指数とは、次のような基準から決定される。

①特定の効用関数と理論的に整合的な物価指数を最良指数とする（関数論的選択基準）。

②基準時と比較時を逆にすれば指数は逆数となる（時点逆転テスト）、価格指数×数量指数＝金額指数が成立する（要素

逆転テスト）という条件を満たす物価指数を最良指数（理想算式）とする（形式的選択基準）。

(資料)日本銀行調査統計局[２０００]



検討資料                                                                                                                                                                                                     総 務 庁 統 計 局
　　　　　　　　　　　ボスキンレポートが指摘した米国の消費者物価指数に関する４つのバイアスと実態及び対応

ボスキン
レポートの主張 米国ＣＰＩの問題点

ボスキン
レポートの

勧告・提言等
米国労働統計局（BLS）の対応 我が国のＣＰＩの場合及び総務庁統計局の考え方

① 代替バイアス
[＋0．4]

・消費者がより安
価な代替商品を
購入しても、それ
が反映されな
い。

・消費者物価指数
を測定することの
目標を、生計費指
数を作成すること
とすべき。

・消費者物価指数の作成目的には
様々なものがあるが、消費者物価
指数の概念的枠組みが生計費指
数であることに同意。
（しかし、生計費指数の考え方を採
用するならば、一般的に指数の範
囲に含めるべきと考えられる税金
や社会保険料が除外されている。）

・消費者物価指数は、市場で取引され、消費者が購入する財・サービスの価格の平均
的変動を測定することが目的である。

・生計費指数理論は、効用関数の存在と、相互独立的かつ合理的な消費行動を前提
とした抽象的な仮説である。
・国際的にみても、生計費指数を消費者物価指数の概念的枠組みとする考え方が多
いとは言えない。

品目間（上位）
代替バイアス
[＋0．15]

・指数算式の問題。現在は、固定バスケット
（ウエイト）方式を採用。
・米国のウエイト改定は10年に１度と長過ぎ
た。

・最良指数
(superlative index)
の算式を採用す
べき。
・代表例はFisher
の理想指数又は
Tornqvist指数

・財源措置がなされれば、家計調
査を拡大し、2002年からは2年ごと
にウエイトを改定する予定。
・また、上位代替バイアスの大きさ
を推定するための補足資料として、
最良指数を試験的に継続して計
算。
・財源措置がなされれば、2002年
には通常の消費者物価指数を補
足する公式の最良指数を公表する
予定。

・我が国の消費者物価指数のウエイトの改定は５年ごと。
・また、消費構造の変化の影響を確認するため、５年ごとにパーシェチェックを公表して
いるほか、参考系列として毎年ウエイトを更新して作成する連鎖指数を公表。
・その結果をみると、平成２年基準の全国総合指数の平成７年のパーシェチェックは-
0.2、平成７年基準の全国総合指数の平成11年平均は、公式指数が102．2、連鎖指数
が102．1となっており、両者の差は４年間で僅か0.1ポイント。

・最良指数は、基準年と比較年のバスケットを平均したバスケットを用いた指数算式と
解釈することができ（基準年と比較年のバスケットの幾何平均バスケットを用いたWalsh
指数は最良指数、算術平均バスケットを用いたEdgeworth指数は最良指数に非常に近
い。）、生計費指数の考え方が適切か否かとは無関係に、基準年固定バスケット方式よ
りも適切であるという考え方は有り得る。（参考２参照）
・しかし、最良指数は比較年のバスケットが必要となるため、速報性が要請される公式
指数に採用することはできない。
・このため、最良指数に近い値を示すとみられる基準年と比較年の中間年のバスケット
を用いた指数を試算する予定。（資料２、参考２参照）

品目内（下位）
代替バイアス
[＋0．25]

・米国では個々の調査店舗で調査している
商品が異なっていることもあって、調査店舗
ごとに価格比をとり、算術平均して品目価格
指数を計算していた（Carli算式、選定法を考
慮すると売上高をウエイトとしたラスパイレス
算式ともいえる）。
・また、米国では調査店舗及び調査商品を
売上額に比例した確率で選定しているた
め、選定時点で特売をしている店舗・商品が
選定される確率が高くなる。（参考３参照）
・これらにより、選定時点の調査価格が通常
より低くその後価格が上昇する傾向が生じる
ため、上方バイアスが発生。
・これを回避するため、90年代に入ってから、
選定時点と品目価格指数の基準時点をずら
した調整指数（seasoned index)を採用（調整
ラスパイレス算式）。
・米国では、品目の分類が粗いことも影響し
ているかもしれない。

・幾何平均を採用
すべき。

・品目価格指数を算出する際に、
多くの品目について幾何平均
（Jevons算式、選定法を考慮すると
売上高をウェイトにした幾何平均指
数の近似）を採用した試算値を
1997年4月分から公表。
・代替効果の影響を明確に確認す
ることができなかったが、調整指数
の方式は複雑であるため、1999年1
月以降、幾何平均指数を正式な指
数に変更。

・米国ＣＰＩにおける下位レベルのバイアスは、選定法及び指数算式に起因するバイア
スが含まれ、代替バイアスの影響については必ずしも明確になっていない。

・我が国の小売価格調査（小売物価統計調査）では、総務庁統計局で当該品目を代表
する銘柄（品質、規格、容量）を指定して各価格調査地区の代表的店舗において価格
を調査する典型抽出法を採用。
・調査市町村ごとに各調査店舗の価格を算術平均し、その比をとることによって品目価
格指数を計算しており（Dutot算式）、調査店舗・調査商品の選定法及び指数算式に起
因する上方バイアスの発生はない。（参考４参照）
・非確率的選定法を採っている場合、指数算式が算術平均価格の比（Dutot算式）、価
格比の幾何平均あるいは幾何平均価格の比（Jevons算式）の差は小さく、どちらが適当
か明確でない。（参考４参照）　欧州調整消費者物価指数HICPでも、Carli算式の使用
を禁止しているが、Dutot算式、Jevons算式のいずれでもよいとしている。
・なお、性質が異なり、価格の変化傾向が異なる商品は、そのシェアが大きい場合、別
の品目に区分するようにしている。
・また、2000年基準改定で指数品目に採用予定のパソコンについては、ＰＯＳデータを
用い、全商品の販売台数及び販売価格から最良指数算式による連鎖指数方式により
価格指数を作成することを検討。（資料６参照）
・今後、ＰＯＳデータ等を用い、店舗・商品選定法や価格指数作成法等について、さら
に検証を行っていきたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　(図表３－１)



　　　　　　　　　　　ボスキンレポートが指摘した米国の消費者物価指数に関する４つのバイアスと実態及び対応(続き)

② 新店舗
バイアス
[＋0．1]

・消費者がディ
スカウントストア
などの安売り店
にシフトする行
動が適切に反
映されない。
・市場でのディ
スカウントストア
のシェアが拡大
し続けるような
変化は、多くの
消費者が、価
格差がサービス
の質の差で完
全に相殺されな
いと考えている
ことを示してい
る。

・米国では調査店舗の見直しは、購入先調査
に基づいて行われ、５年に一度。
・廃業等により調査店舗を臨時交替する場
合、新旧調査店舗の価格差は両店舗の提供
サービス・立地条件等の品質差とみなして、
オーバーラップ法を適用。
・なお、カナダでも調査店舗が継続している
限り調査店舗の臨時交替を行わず、臨時交
替を行う場合はオーバーラップ法を適用して
いる。Turveyの個人的CPIマニュアル改訂版
では、標本の定期的見直し（sample revision)
の場合はオーバーラップ法、臨時交替
（forced replacement)の場合は直接比較を現
実的方法としている。（参考５参照）

・消費者の行動を
より的確に反映す
るよう、毎年、調査
店舗を抽出替え
すべきである。あ
るいは、出荷デー
タ等に基づき、ま
ず、調査する製品
を選定してから、
調査店舗を選定
すべきである。
・店舗によるサー
ビスの質の相違か
ら真の価格変化を
解明するにはさら
に研究を要する。

・ボスキンレポートが引用している店
舗バイアスに関する研究は、店舗バ
イアスの上限を推計しており、しかも
有意ではない。
・また、推計方法に問題があり（選定
法に起因するバイアスが含まれてい
た。）、その後のより信頼できる研究
結果では、店舗バイアスの上限は
0.04と小さい。
・購入先調査の方法を変更し、品目
を16のグループに分け、グループご
とに定められた周期で全国一斉に
調査を行い、調査店舗を交代するこ
とを検討。
・一部のグループについては購入
先調査の実施周期を短くすることを
検討。

・我が国では、調査店舗を選定する地域（調査地区）を限定する方式を採っており、品目
ごとに「原則として調査地区内で最も販売量の多い代表的な店舗」を選定して調査を実
施（したがって、調査地区によっては、大型量販専門店、大型スーパー、ドラッグストア等
も調査店舗となっている）。（資料３参照）
・調査地区の見直しは随時（調査地区周辺に大型店等が新規出店し、その店舗が代表
的店舗となった場合の調査地区の変更・拡張も含む）。
・廃業等による調査店舗の臨時交替の場合、商品については、原則として直接比較。（こ
れは、立地条件が同一となるよう調査地区を設定していることで可能。）

・ボスキンレポートが勧告している調査地区・調査店舗の頻繁な抽出替えを行うとすると、
新旧調査店舗間の価格差のうち、品質差を正確に評価することが困難という問題がある。
オーバーラップを繰り返すのであれば、競合店の新規出店に伴う既存店の値下げが十分
反映されないうちに調査店舗を変更し、オーバーラップすることになるため、意味があるか
どうか疑問。
・価格調査地区及び調査店舗の選定方法についての新たな枠組みを検討中。
・また、全国物価統計調査などを用い、今後さらに店舗によるサービスの質の差と価格差
の関係について研究（資料４、資料５参照）。小売物価統計調査を新統計調査システムに
移行後（平成１４年度後半）、店舗形態別価格変動率などの集計が可能か検討。

③ 品質バイアス
[④の新製品
バイアスと併
せて＋0．6]

・製品の品質改
良が正確に評
価されていな
い。

・米国では、ほとんどの場合、新旧調査商品
の価格を同時点で調査できないため、オー
バーラップ法が使えず、旧商品の前月価格
から当月の価格を推計し、リンクするlinking法
などが用いられていることも一因。（参考６、７
参照）　ボスキンレポートでは、この問題に対
する認識がない。
・これは、米国の選定法では個々の調査店舗
で調査している商品が異なるため、品質調整
を適切に行うことが困難なことが背景にある。

・品質調整法のう
ち、直接比較法、
除去法、オーバー
ラップ法、製造コ
スト推定法の使用
を制限すべき。ヘ
ドニック回帰法の
適用をテレビやパ
ソコンなどに拡大
すべき。
・価格均衡の前提
が時には成り立た
ないことについて
探求すべき。

・ボスキンレポートのバイアス推計値
に対しては、次のような理由から信
頼できないと批判。
　ア　推計方法が不明確、直観的判
断が多い。
　イ　前提に誤りがある。
　ウ　推計の基礎データに代表性が
ない。
・なお、米国ではオーバーラップ法
がほとんど適用できないことなどか
ら、ヘドニック回帰法の適用拡大に
は同意。

・我が国では、銘柄の代表性の変化を考慮して原則として年２回、銘柄の見直しを行って
いる。
・我が国では、総務庁で銘柄を管理しており、銘柄変更などを行う際は通常、（全国一斉
に）新銘柄の前月価格を調査しオーバーラップ法を適用。（現行の銘柄選定法と品質調
整法については資料８参照）
・オーバーラップ法は、同一時点に同一店舗で同一条件で販売されている新旧商品の価
格差は品質差を反映しているという前提に立っている。ヘドニック回帰法も、同一時点に
同一店舗で同一条件で販売されている商品間の価格差は品質差を反映していることを前
提にしている点では同じである。ただし、オーバーラップ法の場合、新旧商品の交替期と
いう特殊な条件で適用していることに留意する必要があり、新製品に合せて銘柄を頻繁
に変更し、オーバーラップ法を多用すると下方バイアスが生じる可能性があり、必ずしも
適切とは言えない。（資料７、参考６、７、８、９参照）
・一方、ヘドニック回帰法は、多種多様な商品の実売価格データを必要としコストがかかる
ことや、自動車のようにヘドニック回帰法の結果が不安定で適用できない品目も知られて
おり、実用化にはまだ多くの課題がある。また、品質に関連する特性が全て定量的に表
現できる必要があり、適用できる範囲が限定される。（参考１０、１１、１２、１３参照）
・しかし、諸外国における研究結果なども考慮すると、ヘドニック回帰法は、家電製品の品
質調整あるいは価格指数の作成に適している可能性があり、今後、ＰＯＳデータ等を用
い、品質調整法についてさらに検証を進めていきたい。

④ 新製品
バイアス

・新しい製品が
出現してもすぐ
に反映されな
い。
(・新しい製品の
出現等による消
費者の選択範
囲の拡大による
効用の増加が
考慮されていな
い?)

・購入先調査が地域を５分割して、毎年１／５
づつ調査しているため、全地域で新製品（品
目）の価格調査が実施されるようになるまでに
最低5年を要している。（参考３参照）

・毎年、店舗と製
品の抽出替えを
行い、新製品の特
定と指数への取り
込みを早めること
が重要。

・購入先調査の方法を変更し、品目
を16のグループに分け、グループご
とに定められた周期で全国一斉に
調査を行い、調査店舗を交代するこ
とを検討。
・一部のグループについては購入
先調査の実施周期を短くすることを
検討。

・我が国では、指数対象品目の見直しは、５年に１度行われる基準改定の際に実施。
・なお、今後は、急速に普及し一定のウエイトを占めるに至った財・サービスが出現した場
合、基準改定を待たずに新品目の追加を行う仕組みとする予定。

・新製品の出現等による消費者の選択範囲の拡大を、消費者物価指数の低下とみなすと
いう考え方については、懐疑的な意見が多く、一般的な計算方法も明確でない。（参考２
参照）

注：[　］内は、ボスキンレポートが推計（guestimate）した米国におけるバイアス（年率）



検討資料２
総 務 庁 統 計 局

　　　我が国の消費者物価指数に関するバイアスとして指摘されているその他の事項

我が国のＣＰＩの状況 総務庁統計局の考え方

ポイント制等の払い
戻し（rebate, refund）

・取集価格から除外 ・欧州調整消費者物価指数HICPでは、取集価格に含める規準として、個々の製品の購入に適用されること、製品の実際の購
入時点で与えられること、差別的でないこと（non discriminatory）を定めており、原則としてポイント制等の払い戻しを除外して
いる。（参考１４参照）
・HICPの考え方が現実的。
・なお、販売店は、ポイント制等による払い戻し分を売上高から控除せず、経費に計上しており、割引とみなすべきではないと
いう考え方もある。
・各種割引制度等の多様化の状況と対応について、今後さらに研究していきたい。

短期間の特売、調査
日

・一週間以内の短期間の特売価格を除外
・調査日は、毎月12日を含む週の水、木、
金曜日のいずれか１日（生鮮食品４２品目
及び切り花３品目については、３旬調査を
行っており、毎月５日、１２日、２２日を含む
週の水、木、金曜日いずれか１日）。

･通常、短期間の特売は、特定の製品を対象としており、対象製品、実施時期などに不規則性が強いこと、品目全体の売上を
みると、通常価格（特売以外の販売価格）の売上が半分より大きいことなどから、短期間の特売を含めた価格の変化が品目全
体の価格の変化の適切な近似とは必ずしも言えない。（資料９参照）
・短期間の特売価格を含めた場合、不規則な変動が大きくなり、物価の変化傾向を安定的に把握するのが困難となる恐れがあ
る。
・短期間の特売が問題となる食品等の購入が土日に特に集中しているとは言えない。（資料１０参照）
・今後、ＰＯＳデータ等を用い、さらに検証を進めていきたい。

１品目１銘柄 ・各品目について、代表的な銘柄を選定
し、各調査店舗において、調査銘柄に該
当する製品のうち最も出回りの多い製品の
価格を調査
・なお、価格の変化傾向が異なる製品の
シェアが大きい場合には、品目を分割する
ようにしている。

・売れ筋製品の出回りが比較的安定しており、同一製品を長期間継続的に調査可能な品目の場合、基準時及び比較時の各
製品の売上高及び平均単価が調査できるのであれば、フィッシャー指数などの最良指数の算式で品目価格指数を作成するの
が理想的とみられるが、比較時の各製品の売上高が分からない状況で、複数の製品・銘柄の価格から価格指数を作成しても
必ずしもより適切な価格指数になるとは限らない。
・例えば、複数の製品の基準時の売上高をウェイトにしたラスパイレス指数あるいは幾何平均指数を作成した場合、短期間の特
売が頻繁に実施され、価格の飛び跳ね（price bouncing）現象がみられる品目では、上方バイアスが生じる。（参考４参照）　ま
た、等ウェイトで算術平均指数あるいは幾何平均指数を作成した場合、各製品の売上高に大きな格差があるため、多数の製品
の価格を調査したとしても必ずしもより適切な価格指数になるとは限らない。（資料９参照）
・家電製品のように、売れ筋製品であっても、短期間で出回りが大きく変化する品目については、多数の製品の価格を調査し、
単純幾何平均指数を連鎖させる方式が提案されているが、下方バイアスが生じる可能性が高い。仮に、各製品の売上高が分
かり、フィッシャー連鎖指数あるいはトゥルンクビィスト連鎖指数により価格指数を作成した場合でも下方バイアスが生じる可能
性が高い。（資料７参照）
・パソコンの場合は、フィッシャー連鎖指数あるいはトゥルンクビィスト連鎖指数によって適切な価格指数を作成できるとみられる
が、単純幾何平均連鎖指数では下方バイアスが生じるとみられる。（資料６参照）
・今後、ＰＯＳデータ等を用い、さらに検証を進めていきたい。

バスケットのカバレッ
ジ

・二人以上の非農林漁家世帯の消費構造
に基づいてバスケットを作成

・試算結果によると、単身世帯を含む総世帯ベースの指数と現行の指数の差は、５年間で0.１ポイント以下と小さい。（資料１１
参照）
・2000年基準改定では、農林漁家世帯を含めた二人以上の世帯の消費構造に基づいてバスケットを作成、総世帯ベースの指
数を参考系列として公表する予定。

　　　(図表３－２)



（図表４） 
品質調整の各手法 

 

調整方法 内  容 具体的調整方法 長所・短所 

直接比較法 新旧商品の品質が本質的に
同一とみなされる場合、品
質変化がないものとして処
理する方法。 

新旧商品の価格をそ
のまま接続する。 

品質変化が十分反映
されない可能性があ
る。 

インピュート
法 

新旧商品の品質比較が不能
な場合、価格調査対象変更
時の価格変化は、他の同等
製品の平均的な価格変化と
同じと仮定して指数を接続
する方法。 

調査価格の変更時点
における、類似商品の
価格指数の平均変化
率を新商品の価格指
数の変化率として接
続価格とする。 

実務上は、容易であ
るが、品質調製方法
としては、粗い推計
である。 

価格リンク法 
（オーバーラ
ップ法） 

同じ店舗で同時点に２つの
商品が販売されている場
合、原則として品質差は価
格差に反映されるという考
え方を価格調査対象変更時
に適用し、同一時点の新旧
調査価格の価格比を品質比
とみなし、これをリンク係
数として価格指数を接続す
る方法。 

調査価格の変更時点
における新旧商品の
価格比を新商品の調
査価格に掛け、接続価
格とする。 

新製品登場後、旧商
品の価格が品質差に
見合うまで下落する
前に旧商品が姿を消
してしまう場合、品
質上昇分を過小評価
する可能性がある。 

コスト評価法 メーカーから聴取した新旧
商品の製造コストの差（品
質向上に要したコスト）を、
両商品の品質差に対応する
価格差とみなし、価格差の
残り部分を「品質以外の実
質的な価格変動」として処
理する方法 

新商品の価格から新
旧商品のコスト差を
引き、接続価格とす
る。 

新旧商品の販売期間
が重なる必要はない
が、メーカーからの
情報が不可欠であ
り、情報量にも限界
がある。また、新旧
商品の製造方法が根
本から異なる場合に
は適用できない。 

ヘドニック・
アプローチ 

商品間の価格差の一部は、
これら商品の有する共通の
諸特性によって測られる品
質差に起因していると考
え、商品の諸特性の変化か
ら「品質変化に見合う価格
変化」部分を回帰方程式に
より客観的、定量的に推定
し、残り部分を「品質変化
以外の実質的な価格変化」
として処理する方法 

新商品の価格から新
旧商品の品質・性能差
を価格換算したもの
を引き、接続価格とす
る。 

メーカーの内部情報
に頼らず、客観的な
測定が可能だが、豊
富な商品、大量の価
格、性能情報が必要
であり、回帰方程式
も安定することが求
められる。 

注）日本銀行調査統計局[2000]の図表８を基に筆者が加筆・修正。 



（図表５） 

 

わが国の CPI 基準改定時における主な新規採用品目 

 

基準年 耐久消費財 サービス 

昭和４５年 小型乗用車、ピアノ、ルームエアコ
ン、カラーテレビ 

自動車教習料、火災保険 

昭和５０年 全自動洗濯機、ステレオ、テープレ
コーダー、ガス湯沸器 

学校給食、高速自動車道路料金 

昭和５５年 電子レンジ、小型電卓 お子さまランチ（外食）、ヘアカット
代 

昭和６０年 冷暖房兼用ルームエアコン、ビデオ
テープレコーダー 

車庫借料、遊園地入園料、自動車保
険（任意）、下水道料、運送料（宅配
便） 

平成２年 ワープロ、ビデオカメラ ハンバーガー（外食）、ビデオレンタ
ル料 

平成７年 普通乗用車、電話機（プッシュフォ
ン）、家庭用テレビゲーム機 

ピザパイ（外食）、カラオケルーム使
用料 

平成１２年 パソコン、携帯オーディオ機器、電
気ポット 

外国パック旅行、月謝（英会話）、牛
どん、移動電話通信料 

 

（資料）白塚[2000] 

総務省統計局[2001b] 



（図表６） 
 

社会保障給付の算定に使用される CPI 
 

国名 CPI の種類 備  考 
日本 全国総合  
米国 CPI-W（Urban Wage Earners and 

Clerical Workers） 
通常利用される CPI は、CPI-U(ALL 
Urban Consumers)。CPI-W は合衆国全
人口の 32％が対象。 

イギリス New ROSSI（RPI(All Items) less 
rent, local taxes, mortgage interest 
payment） 

ROSSI 指数は、給付額の計算のために、
1983 年から、従来の RPI に替わり考案
されたもの。 

カナダ All-items CPI All-items CPI に含まれる持家価格は、
家賃の代入ではなく、住宅ローン金利、
再取得費用、資産税、保険料、修繕費等
から推計されたもの。 

 

（資料出所） 

日本：厚生労働省 

米国：Social Security Administration ホームページ 

http://www.ssa.gov/OACT/COLA/colaseries.html 

イギリス：Department of Social Security, “The Abstract of Statistics for Social 

Security Benefits and Contributions and Indices of Prices and Earnings 2000 

Edition” 

http://www.dss.gov.uk/publications/2000/index.htm 

カナダ：Human Resources Development Canada ホームページ 

http://www.hrdc-drhc.gc.ca/isp/cpp/genera_e.shtml 

 



 
       
      (図表７） 
       
      94 年から 96 年にかけての CPI 帰属家賃要因  
 
        
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       

       
       
       
       

 

前年比 %､%ﾎﾟｲﾝﾄ 

注）帰属家賃要因は、生鮮食品を除く総合（前年比）から生鮮 

  食品、帰属家賃を除く総合（前年比）を差し引いた値。 

 

（資料）総務省統計局[2001e] 
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